
資料１ 

第４次広域計画（案）の作成について 

１ 広域計画の定義 

広域計画は、後期高齢者医療制度の運営に際し、広域連合及び構成市町村が相互にその役割を担い、

連携を図りながら事務事業を適切かつ円滑に行うために、地方自治法第２９１条の７の規定により作成

が義務付けられており、「広域連合規約」第５条において、広域計画に定める事項として、「（１）後期

高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務に関すること、（２）広域計画の

期間及び改定に関すること」の２項目を掲げている。 

２．広域計画の作成 

現在の第３次広域計画が、令和５年度をもって計画期間の満了を迎えるため、第４次広域計画を作成

する。 

第４次広域計画では、第３次広域計画作成後の現状を踏まえ、改めて取り組むべき課題を明らかにし、

課題に対応するための基本的な方針及び必要な施策等を定める。 

３ 広域計画の期間 

  第３次広域計画の計画期間は、広域計画の下位計画として、効率的かつ効果的に保健事業を実施し被

保険者の健康増進を図り、医療費適正化に資するため策定する第２期データヘルス計画と計画期間の

整合を図るため、平成３０年度から令和５年度までの６年間とした。 

第４次広域計画の計画期間は、第３次広域計画と同じく次期データヘルス計画との整合を図ることと

し、令和６年度から令和１１年度までの６年間とする。 

４ 第４次広域計画（案）の主な見直し内容 

見 直 し 箇 所 

（第３次広域計画の箇所） 
主 な 見 直 し 内 容 

２ 制度を取り巻く現状と課題 

（１）現状 ・被保険者数の見通しについて、人口推計を踏まえ具体的に記述。

・一人当たり医療費等について、これまでの状況等を踏まえ記述を

整理。

・保険料について、令和６年度からの制度改正で後期高齢者負担率

の伸びが大きくなり、更に保険料上昇が見込まれることを記述。

３ 基本的な方針 

（１）健全な財政運営 ・保険料対策について、運営安定化基金の活用を記述。

・収納率向上対策について、取組の基本を記述。

（３）健康づくりの推進 ・生活習慣病の発症及び重症化の抑制やフレイル予防等の保健事業

を推進するにあたり、主な取組として、「健康診査・歯科健診及びそ

の後のフォローアップ事業」の推進や、「適正服薬対策」の充実を記

載するなど記述を整理。

（４）広報活動の充実 ・「（４）広報活動の充実」を「（４）広報・広聴活動の充実」に見直

し、広聴活動について記述。 

・「（５）個人情報保護の適正管理」を追加し、個人情報保護の厳格

な管理について記述。 

５ 計画の期間及び改定等 ・計画期間について、データヘルス計画と整合を図っていることを

記述。
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５ 広域計画の作成手続き 

広域連合で作成した広域計画（原案）を構成市町村に意見照会し、この広域計画（案）を作成し

た。今後、下記手続きを経て議会に提出、議決を予定している。 

（ 作成スケジュール ） 

１０月  市町村意見を反映したパブリックコメント用の計画（案）作成 

１１月１３日（月） 代表幹事会に提出 

１１月１７日（金） 幹事会に提出 

１１月２７日（月） 検討委員会に提出 

１２月頃 パブリックコメントを経た計画（案）を作成 

１月２２日（月） 代表幹事会に提出 

１月下旬     検討委員会に提出 

１月２６日（金） 運営調整会議に提出 

１月３１日（水） 幹事会に提出 

２月１４日（水） 議会（定例会）に提出 
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○福岡県後期高齢者医療広域連合第４次広域計画 (案)

令和５年１０月作成 

１ 広域計画の趣旨 

福岡県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、地方自

治法第２９１条の７及び福岡県後期高齢者医療広域連合規約第５条の規定に基づき

作成するもので、福岡県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）及び

福岡県内のすべての市町村（以下「市町村」という。）が、相互にその役割を担い、

連携を図りながら、後期高齢者医療制度（以下「制度」という。）を総合的かつ計画

的に運営していくための基本的な指針となるものです。 

この第４次広域計画は、第３次広域計画作成後の状況の変化を踏まえ、改めて取り

組むべき課題を明らかにするとともに、それらの課題等に対応するための基本的な方

針及び必要な施策等について定めるものです。 

２ 現状と課題 

（１） 現状

制度発足後も高齢化は着実に進展し、被保険者数は、いわゆる団塊の世代（昭和

２２年から昭和２４年生まれ）等の加入により令和７年度まで急増後、当面緩やか

な増加となり、その後も年度によって増減はあるものの長期的に増加傾向が続くも

のと考えられます。 

福岡県の後期高齢者一人当たり医療費は、全国で最も高い水準にあります。令和

２年度から令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う受診控え等で拡大

前より下回ったものの、医療の高度化などに伴い、今後も一定の伸びが見込まれま

す。 

そのため、団塊の世代の加入等による被保険者数の大幅な増と相俟って、総医療

費は増加の一途を辿るものと予想されます。 

保険料についても、一人当たり医療費が高いことから、増加抑制のための措置を

講じてきたものの、全国的に高い水準にあります。医療給付のうち保険料として負

担する割合である後期高齢者負担率は、これまで現役世代の減少に伴い上昇が続い

てきました。令和６年度からは、現役世代の負担増を抑制するため伸びが大きくな

るなどの制度改正が行われるため、更に保険料の上昇が見込まれます。 

一方、保険料の収納率は、制度開始以降年度によって増減はあるものの上昇傾向

ですが、全国的には低い水準で推移しています。 

（２） 課題

このような状況において、制度を円滑かつ安定的に運営していくためには、引き

続き健全な財政運営に努めるとともに、医療費適正化や被保険者の健康づくりなど、

医療費増加の抑制を図るための取組を一層推進していくことが求められます。 

また、医療給付と保険料負担の均衡を図りながら保険料の急激な増加の抑制に努

めることや、保険料収納率の向上を図ることも重要となります。 

３ 基本的な方針（施策の方向性） 

このような現状と課題を踏まえ、広域連合は市町村をはじめとする関係機関との緊

密な連携・協力により、以下に掲げる施策の推進に取り組むものとします。 

これら施策の推進に当たっては、制度運営に係る事務事業全般の執行を含め、関係

法令を順守し適正な執行に努めます。 
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（１） 健全な財政運営

被保険者数や医療費の動向を適切に見込み、運営安定化基金の活用などにより被

保険者の負担にも配慮しながら保険料を定めるとともに、納付困難者の事情に応じ

た納付相談や滞納整理の適正な執行、口座振替の推進など保険料収納率の向上に努

めます。 

また、費用対効果など事務事業の効果性・効率性を踏まえて予算を編成し、適正

な執行に努めます。 

（２） 医療費の適正化

医療費適正化へ向けた事業を効果的に展開していくために、レセプト点検の充実、

第三者行為求償の強化及び後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進などに引

き続き取り組むとともに、被保険者及び関係機関への医療費に関する情報提供に努

めます。 

（３） 健康づくりの推進

高齢者の健康増進は、医療費の適正化のみならず被保険者の安心の礎となるもの

です。被保険者ができる限り長く自立した日常生活を送ることができるようデータ

ヘルス計画に基づき、生活習慣病の発症及び重症化の抑制やフレイル予防の取組等

の保健事業を効果的・効率的に推進します。

主な取組として、健康診査・歯科健診及びその後のフォローアップ事業を推進す

るとともに、重複・多剤服薬の状態に陥りやすい高齢者の特性を踏まえ、適正服薬

対策の充実を図ります。 

（４） 広報・広聴活動の充実

被保険者や住民の制度理解を深めるため、広域連合の各種パンフレットや通知、

ホームページ及び市町村の広報媒体などを活用し、分かりやすい制度等の周知に努

めます。

また、身近な市町村窓口によるきめ細やかな相談対応に加え、広域連合にお問い

合わせセンター（コールセンター）を設置し、電話問い合わせの的確な対応に努め

るとともに、寄せられた意見、要望は今後の事務改善に活用していきます。 

（５） 個人情報の適正管理

保有する個人情報や死者に係る情報をはじめとする情報資産について、個人情報

の保護に関する法律など関係法令にのっとった適正な保護にあたっては、漏えい等

による影響の重大性を踏まえ、安全な取扱いを定めた個人情報管理規程及び情報セ

キュリティポリシー等に基づき厳格に管理します。

４ 広域連合と市町村の事務分担 

広域連合と市町村は、適切かつ効率的な制度運営を目指し、連携・協力して取り組

むものとし、その具体的な事務内容については、法令の定めに従い、以下に掲げる項

目により分担するものとします。 

（１） 被保険者の資格管理に関する事務

広域連合は、被保険者台帳による被保険者情報の管理、被保険者資格の認定（取

得及び喪失の確認）、被保険者証の交付などを行います。 

市町村は、被保険者からの資格の取得、喪失、異動などの受付、被保険者証の引

渡しや返還の受付などを行います。 

（２） 医療給付に関する事務
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広域連合は、入院や外来など現物給付される診療費の審査及び支払、療養費、高

額療養費、葬祭費等の支給要件に関する審査及び支払などを行います。 

市町村は、医療給付に関する申請や届出の受付などを行います。 

（３） 保険料の賦課及び徴収に関する事務

広域連合は、市町村から提供される所得情報等をもとに、保険料の賦課、決定（軽

減判定及び減免決定も含む。）を行うとともに、収納率向上対策のための実施計画

を策定します。 

市町村は、保険料の徴収事務（収納対策を含む。）を行います。また、納付相談、

保険料の徴収猶予及び減免の申請の受付を行います。 

（４） 保健事業に関する事務

広域連合及び市町村は、データヘルス計画に基づき、保健事業を推進します。

また、高齢者の保健事業と介護予防との一体的な実施に係る事業（以下、「一体

的実施事業」という。）を効果的・効率的に推進します。 

広域連合は市町村へ一体的実施事業を委託するとともに、必要な情報の提供や調

整、財源の確保等に取り組み、市町村の支援に努めます。 

市町村は一体的実施事業に係る事業内容や推進体制等の基本的な方針を定め、被

保険者の状況に応じたきめ細かな保健事業を実施します。 

（５） その他制度の施行に関する事務

制度を円滑に運営するうえで、制度に対する被保険者及び住民の理解と協力が不

可欠であることから、広域連合及び市町村が連携・協力しながら、効果的に広報・

広聴活動を行うとともに、被保険者等からの相談などに適切に対応します。 

５ 計画の期間及び改定等 

この広域計画の期間は、データヘルス計画との整合を図り、令和６年度から令和１

１年度までの６年間とします。 

ただし、広域連合長が必要と認めるときは、随時改定を行うものとします。 
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　福岡県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画・第４次広域計画案　

項目

番号
項目 第３次広域計画

項目

番号
項目 第４次広域計画案 所管課 見直し内容

１
広域計画の

趣旨

　福岡県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、地

方自治法第２９１条の７及び福岡県後期高齢者医療広域連合規約第５条の規定に

基づき作成するもので、福岡県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」とい

う。）及び福岡県内のすべての市町村（以下「市町村」という。）が、相互にそ

の役割を担い、連携を図りながら、後期高齢者医療制度（以下「制度」とい

う。）を総合的かつ計画的に運営していくための基本的な指針となるものです。

　この第３次広域計画は、第２次広域計画作成後の状況の変化を踏まえ、改めて

取り組むべき課題を明らかにするとともに、それらの課題等に対応するための基

本的な方針及び必要な施策等について定めるものです。

１
広域計画の

趣旨

　福岡県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、地

方自治法第２９１条の７及び福岡県後期高齢者医療広域連合規約第５条の規定に

基づき作成するもので、福岡県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」とい

う。）及び福岡県内のすべての市町村（以下「市町村」という。）が、相互にそ

の役割を担い、連携を図りながら、後期高齢者医療制度（以下「制度」とい

う。）を総合的かつ計画的に運営していくための基本的な指針となるものです。

　この第４次広域計画は、第３次広域計画作成後の状況の変化を踏まえ、改めて

取り組むべき課題を明らかにするとともに、それらの課題等に対応するための基

本的な方針及び必要な施策等について定めるものです。

総務課

●記述の整理

（計画名の時点修正）

２

（１）
現状

　制度発足後も高齢化は着実に進展し、いわゆる団塊の世代（昭和２２年～２４

年生まれ）の加入等、被保険者数は今後も暫くは増加傾向が続くものと考えられ

ます。

　また、福岡県の後期高齢者一人当たり医療費は、全国で最も高い状況にありま

す。近年は伸びが多少鈍化しているものの、医療の高度化などに伴い、今後も一

定の伸びが見込まれ、被保険者数の増加と相俟って、医療費は増加の一途を辿る

ものと予想されます。

　さらに保険料についても、増加抑制のための措置を講じてきたものの全国的に

高い水準にあります。

　一方、保険料の収納率は、制度開始以降上昇傾向にあるものの全国的には低い

水準で推移しています。

２

（１）
現状

　制度発足後も高齢化は着実に進展し、被保険者数は、いわゆる団塊の世代（昭

和２２年から昭和２４年生まれ）等の加入により令和７年度まで急増後、当面緩

やかな増加となり、その後も年度によって増減はあるものの長期的に増加傾向が

続くものと考えられます。

　福岡県の後期高齢者一人当たり医療費は、全国で最も高い水準にあります。令

和２年度から令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う受診控え等で

拡大前より下回ったものの、医療の高度化などに伴い、今後も一定の伸びが見込

まれます。

　そのため、団塊の世代の加入等による被保険者数の大幅な増と相俟って、総医

療費は増加の一途を辿るものと予想されます。

　保険料についても、一人当たり医療費が高いことから、増加抑制のための措置

を講じてきたものの、全国的に高い水準にあります。医療給付のうち保険料とし

て負担する割合である後期高齢者負担率は、これまで現役世代の減少に伴い上昇

が続いてきました。令和６年度からは、現役世代の負担増を抑制するため伸びが

大きくなるなどの制度改正が行われるため、更に保険料の上昇が見込まれます。

　一方、保険料の収納率は、制度開始以降年度によって増減はあるものの上昇傾

向ですが、全国的には低い水準で推移しています。

保険課

●被保険者数について、７５歳以上の全国人口推計

を踏まえ具体的に記述

●一人当たり医療費について、コロナ禍で下回った

現状を追記するなど記述の整理

（「一人当たり医療費」と総「医療費」について混

同しないように文章を分割等）

●保険料について、一人当たり医療費が保険料高水

準につながることの明記と、後期高齢者負担率等が

令和６年度以降制度改正で伸びが大きくなり、更に

保険料上昇が見込まれることを追記

●収納率について、年度によって増減がある現状を

追記

２

（２）
課題

　このような状況において、制度を円滑かつ安定的に運営していくためには、引

き続き健全な財政運営に努めるとともに、医療費適正化や被保険者の健康づくり

など、医療費増加の抑制を図るための取組を一層推進していくことが求められま

す。

　また、医療給付と保険料負担の均衡を図りながら保険料の急激な増加の抑制に

努めることや、保険料収納率の向上を図ることも重要となります。

２

（２）
課題

　このような状況において、制度を円滑かつ安定的に運営していくためには、引

き続き健全な財政運営に努めるとともに、医療費適正化や被保険者の健康づくり

など、医療費増加の抑制を図るための取組を一層推進していくことが求められま

す。

　また、医療給付と保険料負担の均衡を図りながら保険料の急激な増加の抑制に

努めることや、保険料収納率の向上を図ることも重要となります。

総務課

保険課

健康企画課

３

基本的な方

針（施策の

方向性）

　このような現状と課題を踏まえ、広域連合は市町村をはじめとする関係機関と

の緊密な連携・協力により、以下に掲げる施策の推進に取り組むものとします。

　なお、これらの施策の推進に限らず、制度運営に係る事務事業の執行に当たっ

ては、個人情報の取扱いを含め、関係法令を順守しつつ適正な執行に努めます。 ３

基本的な方

針（施策の

方向性）

　このような現状と課題を踏まえ、広域連合は市町村をはじめとする関係機関と

の緊密な連携・協力により、以下に掲げる施策の推進に取り組むものとします。

　これら施策の推進に当たっては、制度運営に係る事務事業全般の執行を含め、

関係法令を順守し適正な執行に努めます。 総務課

●記述の整理

（「個人情報の取扱い」について、以下のとおり項

目を追加したため記述を削除）
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　福岡県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画・第４次広域計画案　

項目

番号
項目 第３次広域計画

項目

番号
項目 第４次広域計画案 所管課 見直し内容

３

（１）

健全な財政

運営

　被保険者数や医療費の動向を適切に見込み、被保険者の負担にも配慮しながら

保険料を定めるとともに保険料収納率の向上に努めます。

　また、費用対効果を常に意識しながら適切な予算の編成及び執行に努め、経費

の削減・効率化を図ります。 ３

（１）

健全な財政

運営

　被保険者数や医療費の動向を適切に見込み、運営安定化基金の活用などにより

被保険者の負担にも配慮しながら保険料を定めるとともに、納付困難者の事情に

応じた納付相談や滞納整理の適正な執行、口座振替の推進など保険料収納率の向

上に努めます。

　また、費用対効果など事務事業の効果性・効率性を踏まえて予算を編成し、適

正な執行に努めます。

保険課

総務課

●被保険者負担配慮の保険料対策として、「運営安

定化基金の活用など」を明記（決算剰余金は次期に

原則算入かつ運営安定化基金経由になるため「な

ど」に含め列記しない）

●収納率向上対策について、取組の基本姿勢・内容

を明記

●記述の整理（予算編成と適正執行）

３

（２）

医療費の適

正化

　医療費適正化へ向けた事業を効果的に展開していくために、レセプト点検の充

実、第三者行為求償の強化及び後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進な

どに引き続き取り組むとともに、被保険者及び関係機関への情報提供に努めま

す。
３

（２）

医療費の適

正化

　医療費適正化へ向けた事業を効果的に展開していくために、レセプト点検の充

実、第三者行為求償の強化及び後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進な

どに引き続き取り組むとともに、被保険者及び関係機関への医療費に関する情報

提供に努めます。
健康企画課

保険課

●記述の整理

（情報提供の内容を追記）

３

（３）

健康づくり

の推進

　高齢者の健康増進は、医療費の適正化のみならず被保険者の安心の礎となるも

のです。被保険者ができる限り長く自立した日常生活を送ることができるよう

「保健事業実施計画（データヘルス計画）」に基づき、保健事業を効果的・効率

的に推進します。

　とりわけ、生活習慣病の発症及び重症化の抑制やフレイル・ロコモ予防の取組

に力を入れます。また、新たに歯科健診を開始し、口腔ケアの取組も推進しま

す。

３

（３）

健康づくり

の推進

　高齢者の健康増進は、医療費の適正化のみならず被保険者の安心の礎となるも

のです。被保険者ができる限り長く自立した日常生活を送ることができるよう

データヘルス計画に基づき、生活習慣病の発症及び重症化の抑制やフレイル予防

等の保健事業を効果的・効率的に推進します。

　主な取組として、健康診査・歯科健診及びその後のフォローアップ事業を推進

するとともに、重複・多剤服薬の状態に陥りやすい高齢者の特性を踏まえ、適正

服薬対策の充実を図ります。

健康企画課

●保健事業の主な取組として、「健康診査・歯科健

診及びその後のフォローアップ事業」の推進と、

「適正服薬対策」の充実を追記するなど記述の整理

３

（４）

広報活動の

充実

　制度を円滑に運営するうえで、被保険者及び住民に対してきめ細やかな相談体

制を築き、周知啓発を行うことが不可欠であるため、パンフレット、ホームペー

ジ及び市町村の広報媒体の活用等により制度の周知に努めます。また、コールセ

ンターの設置により制度全般に係る問い合わせに対応します。 ３

（４）

広報・広聴

活動の充実

　被保険者や住民の制度理解を深めるため、広域連合の各種パンフレットや通

知、ホームページ及び市町村の広報媒体などを活用し、分かりやすい制度等の周

知に努めます。

　また、身近な市町村窓口によるきめ細やかな相談対応に加え、広域連合にお問

い合わせセンター（コールセンター）を設置し、電話問い合わせの的確な対応に

努めるとともに、寄せられた意見・要望は今後の事務改善に活用していきます。

総務課

●記述内容に合わせて、「広報活動」を「広報・広

聴活動」とし、広報活動は「分かりやすい」を追

記、広聴活動は基本的な取組内容を明記するなど記

述の整理

３

（５）

個人情報の

適正管理

　保有する個人情報や死者に係る情報をはじめとする情報資産について、個人情

報の保護に関する法律など関係法令にのっとった適正な保護にあたっては、漏え

い等による影響の重大性を踏まえ、安全な取扱いを定めた個人情報管理規程及び

情報セキュリティポリシー等に基づき厳格に管理します。
総務課

●「個人情報保護の適正管理」の重要性を踏まえ、

項目を追加し、厳格な管理について記述

４

広域連合と

市町村の事

務分担

　広域連合と市町村は、適切かつ効率的な制度運営を目指し、連携・協力して取

り組むものとし、その具体的な事務内容については、法令の定めに従い、以下に

掲げる項目により分担するものとします。 ４

広域連合と

市町村の事

務分担

　広域連合と市町村は、適切かつ効率的な制度運営を目指し、連携・協力して取

り組むものとし、その具体的な事務内容については、法令の定めに従い、以下に

掲げる項目により分担するものとします。 総務課
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　福岡県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画・第４次広域計画案　

項目

番号
項目 第３次広域計画

項目

番号
項目 第４次広域計画案 所管課 見直し内容

４

（１）

被保険者の

資格管理に

関する事務

　広域連合は、被保険者台帳による被保険者情報の管理、被保険者資格の認定

（取得及び喪失の確認）、被保険者証の交付などを行います。

　市町村は、被保険者からの資格の取得、喪失、異動などの受付、被保険者証の

引渡しや返還の受付などを行います。

４

（１）

被保険者の

資格管理に

関する事務

　広域連合は、被保険者台帳による被保険者情報の管理、被保険者資格の認定

（取得及び喪失の確認）、被保険者証の交付などを行います。

　市町村は、被保険者からの資格の取得、喪失、異動などの受付、被保険者証の

引渡しや返還の受付などを行います。

保険課

４

（２）

医療給付に

関する事務

　広域連合は、入院や外来など現物給付される診療費の審査及び支払、療養費、

高額療養費、葬祭費等の支給要件に関する審査及び支払などを行います。

　市町村は、医療給付に関する申請や届出の受付などを行います。

４

（２）

医療給付に

関する事務

　広域連合は、入院や外来など現物給付される診療費の審査及び支払、療養費、

高額療養費、葬祭費等の支給要件に関する審査及び支払などを行います。

　市町村は、医療給付に関する申請や届出の受付などを行います。
保険課

４

（３）

保険料の賦

課及び徴収

に関する事

務

　広域連合は、市町村から提供される所得情報等をもとに、保険料の賦課、決定

（軽減判定及び減免決定も含む。）を行うとともに、収納率向上対策のための実

施計画を策定します。

　市町村は、保険料の徴収事務（収納対策を含む。）を行います。また、納付相

談、保険料の徴収猶予及び減免の申請の受付を行います。

４

（３）

保険料の賦

課及び徴収

に関する事

務

　広域連合は、市町村から提供される所得情報等をもとに、保険料の賦課、決定

（軽減判定及び減免決定も含む。）を行うとともに、収納率向上対策のための実

施計画を策定します。

　市町村は、保険料の徴収事務（収納対策を含む。）を行います。また、納付相

談、保険料の徴収猶予及び減免の申請の受付を行います。

保険課

４

（４）

保健事業に

関する事務

　広域連合及び市町村は、「保健事業実施計画（データヘルス計画）」に基づ

き、連携・協力しながら、保健事業の推進に努めます。

　また、高齢者の保健事業と介護予防との一体的な実施に係る事業を効果的かつ

効率的に推進するため、広域連合は市町村へ事業を委託するとともに、必要な情

報の提供や調整、財源の確保等に取り組み、市町村の支援に努めます。

　市町村は受託するに当たり、国民健康保険保健事業や介護保険地域支援事業と

の一体的な実施の在り方を含む基本的な方針を定め、被保険者の状況に応じたき

め細かな保健事業を実施します。

４

（４）

保健事業に

関する事務

　広域連合及び市町村は、データヘルス計画に基づき、保健事業を推進します。

また、高齢者の保健事業と介護予防との一体的な実施に係る事業（以下、「一体

的実施事業」という。）を効果的・効率的に推進します。

　広域連合は、市町村へ一体的実施事業を委託するとともに、必要な情報の提供

や調整、財源の確保等に取り組み、市町村の支援に努めます。

　市町村は、一体的実施事業に係る事業内容や推進体制等の基本的な方針を定

め、被保険者の状況に応じたきめ細かな保健事業を実施します。

健康企画課

●記述の整理

（「連携・協力」は総括部分で記述しているため削

除、文章構成の見直し等）

４

（５）

その他制度

の施行に関

する事務

　制度を円滑に運営するうえで、制度に対する住民の理解と協力が不可欠である

ことから、広域連合及び市町村が連携・協力しながら、効果的に広報活動を行う

とともに、住民からの相談などに適切に対応します。
４

（５）

その他制度

の施行に関

する事務

　制度を円滑に運営するうえで、制度に対する被保険者及び住民の理解と協力が

不可欠であることから、広域連合及び市町村が連携・協力しながら、効果的に広

報・広聴活動を行うとともに、被保険者等からの相談などに適切に対応します。 総務課

●記述の整理

（被保険者の追記等）

５
計画の期間

及び改定等

　この広域計画の期間は、平成３０年度から令和５年度までの６年間とします。

　ただし、広域連合長が必要と認めるときは、随時改定を行うものとします。

５
計画の期間

及び改定

この広域計画の期間は、データヘルス計画との整合を図り、令和６年度から令和

１１年度までの６年間とします。

ただし、広域連合長が必要と認めるときは、随時改定を行うものとします。

総務課

●計画期間について、データヘルス計画期間と整合

を図ることを明記
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